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我が国の財政の現状
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平成30年度予算について

3財務省「平成30年度予算ポイント」

財務省「平成30年度予算ポイント」



歳出管理＝マクロと構造改革＝ミクロ

マクロ＝量 歳出管理 ・歳出目標の設定
例：社会保障関係費の増額を3年で1.5兆円に抑制

ミクロ＝質 財政の構造
改革

・歳出の効率化
民間資金・経営の活用＝ＰＰＰ
政策評価の徹底＝ＰＤＣＡサイクル
コストの見える化

構造＝赤字を作らない体質への転換

効率化の成果（歳出効果）＝各地域の新たなニーズ（子
育て・活性化等）に浮いた財源を充当可

⇒財政再建＝マクロ目標と両立
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平成30年度予算編成の基本方針
平成29年12月８日閣議決定

• 平成30年度予算は、「経済・財政再生計画」における集中改革期間の最終年度であり、同計画
に掲げる歳出改革等を着実に実行する。・・・・また、予算編成に当たっては、我が国財政の厳し
い状況を踏まえ、引き続き、歳出全般にわたり、聖域なき徹底した見直しを推進する。地方にお
いても、国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進める。

• 歳出改革は、経済再生と財政健全化に資するよう、政策効果が乏しい歳出は徹底して削減し、
政策効果の高い歳出に転換する考え方に立って、・・・・着実に推進する。引き続き、行政事業レ
ビュー等を通じて各府省の取組を後押しするとともに、地方自治体も含めた「見える化」の徹底・
拡大や優良事例の全国展開に取り組む。また、ＰＤＣＡサイクルの実効性を高めるため、証拠に
基づく政策立案（ＥＢＰＭ，Evidence-based Policymaking）の視点を踏まえ、点検、評価自体の質
を高める取組が重要であり、指標や分析のオープンデータ化を積極的に進めるとともに、政策
効果の測定につながる統計等の充実や早期公表に努める。
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7

8財務省財政制度等審議会
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中長期の経済財政に関する試算（平成 30年１月23日）

参考：財政再建の奇策？

主張 前提

ドーマー条件 成長率が金利を上回れば、基礎的財
政収支が赤字でも財政は持続（＝公
債残高対ＧＤＰ比安定的）

成長＞金利が長期にわたって持続？
・ピケティの格差論
成長＝賃金上昇率＜金利が常態化

ヘリコプターマネー 中央銀行が公債を引き受け永久国債
化（恒久的に保有）すれば民間に対す
る国の借金は解消

統合予算（連結）ベースでは債務の内訳
がシフト（公債⇒貨幣）しただけ
通貨の信認は？

物価の財政理論 財政再建＝増税等をしないことで民間
消費・投資が喚起されれば物価は上
昇＝脱デフレ

財政再建自体が必要なくなる＝財政
収支は均衡

財政破綻（将来的に厳しい財政再建）しな
いことを家計・投資家が信認していること
が前提
財政再建しない国の財政への信認？
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財政再建の軸

• 財政再建の三つの軸＝論点；
①量＝マクロと質＝ミクロ（構造）、②経済政策＝成長と社会政策＝格差是正、③短期と中長期
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第1の軸 量＝マクロ 歳出総額を管理できる体制の確立

質＝ミクロ 財政赤字を作らない体質への制度の転換（効率化・透明化）

第2の軸 経済政策＝成長 成長と両立する財政・社会保障制度の構築
例：地域経済の活性化・医療の産業化
雇用・成長を阻害しない公的医療給付の水準・範囲

社会政策＝格差是正 低所得層・自立困難地域への支援
例：給付（税額控除・手当）、交付金・補助金の重点化
負担能力に応じた社会保険料・自己負担

第3の軸 短期 現行制度の枠内での政治・政策決定
例：（後発医薬品のある）薬価の単価引き下げ

中長期 制度の見直しを含む改革
例：国と地方の財政関係・診療報酬制度等

財政再建と格差

• 社会政策＝社会的弱者救済としての社会保障

財政再建＝社会保障給付費の抑制のリスク

⇒所得格差の拡大

財政再建を否定するのではなく、リスクに対処する（新た
な）仕組みの徹底・構築

例：ワーキングプアへの給付（手当）・税額控除

• 年齢・地域から所得・資産への支援の基準の転換

現行の社会政策＝弱者救済は真の弱者を救済している
か？

世代内格差の是正＝富裕な高齢層から貧困な高齢省への
移転

例：公的年金等控除の見直し・資産保有額も反映した医療・
介護の自己負担（マイナンバーの活用）
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社会政策

財政再建

現行 真の弱者救済
の政策強化

現行 財政的に持続し
ない

財政再建＝社会
保障給付の抑制 格差拡大 格差是正と財政

再建の両立

財政再建と新たな社会政策は補完的



経済財政一体改革
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経済・財政一体改革」の取組：
「経済財政運営と改革の基本方針2015」より

14出所：経済財政一体改革推進委員会



一体改革の特徴

典型的な財政再建 経済財政一体改革

改革のイニシアティブ ・トップダウン＝国主導 ・ボトムアップ＝現場の創意工夫

歳出抑制 ・全分野で一律カット
ニーズの高い分野が疲弊・・・

⇒改革の痛み

・歳出にメリハリ
見える化＝課題発見（気づき）
ＰＤＣＡの徹底＝事業の継続的な見直し

財政再建の仕方 ・マクロ＝数値目標ありき
あとは気合と根性・・・

⇒現場はやらされ感・・・

・ミクロ＝インセンティブ改革（見える化を含む）
現場の「頑張り」を引き出す

改革の狙い ・数値目標の達成 ・数値目標の達成
プラス

・ワイズスペンディング＝歳出を効率化させる体
質作り（制度・環境整備）
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歳出管理＝マクロと構造改革＝ミクロ

マクロ＝量 歳出管理 ・歳出目標の設定
例：社会保障費の増額を年間5千億円に抑制

ミクロ＝質 財政の構造
改革

・歳出の効率化
民間資金・経営の活用＝ＰＰＰ
政策評価の徹底＝ＰＤＣＡサイクル
コストの見える化

構造＝赤字を作らない体質への転換

効率化の成果（歳出効果）＝各地域の新たなニーズ（子
育て・活性化等）に浮いた財源を充当可

⇒財政再建＝マクロ目標と両立
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参考：優良事例

17出所：経済財政一体改革先進・優良事例選定プロジェクト

参考：ＥＢＰＭの推進

従前の行
政

理念優先＝目的が正しければ結果は
問わない

法令偏重＝法律・条令の従う限り問題
視しない
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実態（＝エビデンス）に基づく政策
形成と見直し（ＰＤＣＡサイクル）



見える化
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ではどうするか？

• 公共部門の効率化⇒非効率をどのように「発見」するか？

見える化＝地域間格差の実態を比較⇒見直しへの圧力⇒説明のつかない格差を是正

• 例：一人当たり医療費（年齢補正後）の地域間格差

20出所：経済・財政一体改革推進員会

政策・事業の選別
⇒「事後的」に結果＝成果に基づく見直し

PDCAサイクルの徹底

無駄を切るだけではない！

優良事例（ベストプラクティス）の発見
と横展開



見える化＝比較
• 自治体間のコスト・サービス水準の違いの見える化
公共サービス水準が同じでも、コストに相違⇒相対的にコスト
の高い地域は「非効率」？

業務改革（民間委託等）の必要性

サービス水準の代理変数

教育＝学力テスト・いじめ件数等

財政運営に無駄のあるとの情報⇒効率化への圧力

留意：経済環境の近い地域間＝類似団体間での比較が有効

地域Ａ 地域Ｂ

コスト・成果

地域Ａの財政運営
の非効率？

財政力指数
(平成19年度～平成21年度）

Ⅰ 0.500以上～1.000未満
神奈川県、大阪府、千葉県、埼玉県、静岡県、茨城県、
栃木県、京都府、兵庫県、福岡県、広島県、滋賀県、三
重県、群馬県、岐阜県、岡山県、宮城県
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Ⅱ 0.400以上～0.500未満
石川県、香川県、長野県、富山県、山口県、福島県、奈
良県、山梨県、福井県、新潟県、愛媛県
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Ⅲ 0.300以上～0.400未満
北海道、熊本県、大分県、和歌山県、佐賀県、山形県、
青森県、徳島県、岩手県、宮崎県、鹿児島県 11

Ⅳ 0.300未満 長崎県、沖縄県、秋田県、鳥取県、高知県、島根県 6

都道府県類型区分一覧

グループ 団体名 団体数
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22出所：経済財政一体改革推進委員会



23出所：経済財政一体改革推進委員会

出所：内閣府（平成２７年１２月４日）





出所：経済財政一体改革推進委員会（平成27年10月13日）

参考：医療費の地域間格差の分析

• 経済学の視点＝事実確認から分
析へ

• 高齢化等の要因で説明できない
地域差

⇒医療提供体制の効率性に起因？

例：病床数と医療費の因果関係

医師（医療機関）誘発需要？

病床を埋めるよう患者に入院を
誘導？

情報・知識以上、医師は患者に
優位≠消費者主権
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出所：厚生労働省（平成28年3月）



参考：優良事例

29出所：経済財政一体改革先進・優良事例選定プロジェクト
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出所：経済財政一体改革社会保障ＷＧ



コスト意識の喚起
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公会計と財政再建

• 「コストの見える化」＝住民のコスト意識
の喚起

• 地域住民は究極の行政改革の担い手

ボトムアップ＝住民の総意

公共料金（上下水道など）の引き上げの
「説明責任」

• 現行の予算（官庁会計）では政策のフル
コストが分からない

現金主義会計＝減価償却費等の欠如

人件費＝共通経費で、事業ごとの人件
費は計上されない
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人件費 施設整備の見直し

マクロ 公務員人件費の削
減

更新投資・施設整備費の
削減

ミクロ どの事業に係る人件
費を優先的に削る
か？

どの施設を廃止する
か？

整備費全般をどのよう
に見直すか？

政策評価＝費用対効果の低い事業の算定

新しい公会計＝
当該事業に係る
人件費の算定

公会計＝更新費用に
係るコストの算定⇒長
寿命化等、施設整備・
更新費用の平準化＝
施設マネジメント



公会計と政策コスト

• 従前の官庁会計では事務事業＝政策手段別に原価＝政策別コストを算出できない
資本コスト＝事業に係る減価償却費用（施設の更新費用）は無視

⇒施設整備の費用が正しく認識されない・整備計画が作成できない

人件費＝共通経費で、事業ごとの人件費は計上されない

人件費（公務員給与）を削減するとしても、どの事業に影響するかが定かではない
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出所：財務省ＨＰ

町田市の財務諸表

34出所：町田市財務部財政課



出所：財政制度等審議会

医療費の構造

出所：第５回社会保障ワーキング・グループ参考資料集



多過ぎる蛇口？

• 公費（国税・地方税、財政赤字）、保険料と社会保障費を賄う財源＝「蛇口」が多過ぎる・・・

⇒各当事者は自分以外の誰かが負担することを期待・・・

⇒社会保障費適正化への合意形成が難しい

反対 賛成

財政当局 国税の投入
財政赤字の拡大

保険料の引き上げ

保険者 保険料の引き上げ 公費の投入

地方自治体 地方税の引き上げ 国税の投入

保険加入者 保険料・税の引き上げ 赤字の拡大
⇒将来に付け回し？

例：奈良県の取り組み

赤字補てんの解消



コストの見える化

• 従前＝市町村国保の赤字（保険料を上回る給付費）は一般会計（税）から補てん

給付費＝受益と保険料＝負担が連動しない仕組み

⇒保険加入者のコスト意識を持ちにくい

⇒保険者＝市町村への財政規律が働きにくい

多すぎる「蛇口」（＝財源）

• 改革＝一般会計からの赤字補てん（法定分を除く）の解消
⇒給付費と保険料の連動＝コストの「見える化」

⇒保険者（市町村・都道府県）と加入者の良い緊張関係

• 参考：限界的財政責任＝追加の受益（基準を超えたコスト増）は自ら負担

出所：第５回社会保障ワーキング・グループ参考資料集



• 蛇口を塞ぐ＝一般会計からの繰り入れの廃止、保険料の一律化を前提とした激減緩和

• 予算のハード化＝医療給付費の増加を保険料の引き上げと連動させる。

保険料は（予め高い医療費を前提にするのではなく）高齢化の影響のみを勘案した水準に留め、「医療の高
度化」等に係る給付増について追加の引き上げるのも一案

• 高確法第14条の活用＝（1）保険料を引き上げて給付水準を維持するか、（2）給付水準（＝診療報酬）を引き
上げて保険料を抑えるかの選択肢を国保加入者・国民に示す

⇒国民・加入者のコスト意識の喚起と医療費増への牽制効果

公平との両立＝低所得層については保険料の軽減措置を確保

コストの見える化に向けて

行政改革から業務改革へ
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財政再建のマクロとミクロ：再論

• マクロ（国・地方全体）の財政再建＝基礎的財政収支の黒字化等
⇒ミクロ（個別政策・自治体）の効率化＝事務事業の見直し・コストの適正化

⇒超ミクロ＝事務事業の進め方（働き方）の見直し

• マクロの財政健全化計画に実効性を持たせるには超ミクロ＝業務の改革が必須
業務改革＝現場にも財政健全化に当事者意識⇒押しつけではなく現場の創意工夫による財政健全化・効率化
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対象

国 マクロ 基礎的収支（ＰＢ）

自治体 政策・基本計画の見直し

ミクロ 事務事業・コストの適正化

超ミクロ 業務・働き方

参考：政策評価体系とPDCA
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政策評価のポイント

成果＝結果で評価する

政策・事業を適宜見直す⇒政策の誤り・試行錯誤を認める

進捗管理＝フォローアップする
出所：総務省資料



日常業務との関連づけ
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施策
例：健康増進

事務事業
例：健診

個別の日常業務
公共施設の運営
広報等

• 「見える化」＋「政策評価」⇒現行の政策・事務事業の見直
しの契機

• 具体的にどのように見直すのか・・・

• 例：人件費等が非効率（割高）として具体的にどこに課題が
あるのか？

⇒仕事の仕方の問題？

解決方法の見えない政策評価は「評価疲れ」を招くだけ

• ミクロ＝事務事業から超ミクロ＝日常業務へ

業務改革による事務事業の見直し

業務改革（広義）には民間委託の他、ＩＣＴ化を含む

40.56
41.41 41.42 41.55

42.58
43.55

38.23

35
36
37
38
39
40
41
42
43
44

西東京市 町田市 日野市 三鷹市 調布市 立川市 小平市

人口15万人以上の類似団体（東京都の市）

人口一万人あたり職員数（一般行政）

職員数の比較 • 職員数の多寡だけでは良し悪しは
判断できない・・・

• 他の類似団体に職員を抑えるにも
どのように抑えるのか定かではな
い・・・
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職員数に違い
がある要因は？

仕事の仕方
＝業務にも着目



48出所：経済財政一体改革推進委員会



総務省行政管理局公共サービス改革推進室
49

50出所：経済財政一体改革推進委員会



５ 行政サービス水準他市比較調査
（４） 比較調査の実施
【①事務の流れを「業務体系」として整理】

51出所：町田市

業務改革のメッセージ

対象 メッセージ

国・都道府県 効率化によるコストの是正・適正化

地域住民 手続きの簡素化、待ち時間の縮小など行政サービスの「質」に改善

自治体職員 残業等労働時間の縮減⇒現場の負担の軽減
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パラダイムシフト＝発想の転換

・業務（仕事）を増やして予算・人員を確保⇒利用可能な予算・人員の枠内に業務を抑制

・業務（「手続き」）に地域の独自性を主張⇒「成果」に独自性

・業務を「丸抱え」⇒公共はコア・ビジネス（政策の企画立案）に特化

政策への信頼は「誰がやるか」（業務の担い手が民間か公共か）ではなく、「何ができたか」（結果）による


